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東日本大震災への税制上の対応について（地方税）

　東日本大震災の復興への貴会のご尽力に対し、深く敬意を表します。

　さて、今般、平成23年4月27日に、東日本大震災の被災者等の負担軽減等を図るため、「東日本大震

災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律」（震災特例法）が施行され、地方税につきま

しても、別添の通り、各種負担軽減措置等が講じられております。各都道府県・各市町村は、震災特例法

施行を受けて、必要な手続等も含めた地方税に係る具体的措置を講じることとなります。

　つきましては、各都道府県及び各市町村の震災特例法施行を受けた地方税に係る措置につきまして、必

要に応じ、貴会会員各位への周知等適宜ご検討くださいますようお願い申し上げます。

　なお、医業税制に関連する主な措置は、下記の通りです。

（1）個人

　①住宅・家財・自家用車などの損害について住民税軽減措置（所得税で申告した場合は手続不要）．

　②市町村長が指定した区域内の土地・家屋について固定資産税・都市計画税課税免除（手続不要）．

　③被災した家屋・土地の代替資産を取得した場合の固定資産税・都市計画税・不動産取得税の軽

　　減（認定手続必要）。

　④被災した医療用機器等の償却資産の代替資産を取得した場合の固定資産税軽減（認定手続必要）

　⑤大震災で滅失・損壊した自動車の自動車税・軽自動車税非課税（認定手続必要）。

　⑥被災した自動車に代わる自動車を取得した場合、自動車税・軽自動車税非課税（認定手続必要）。
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　　⑦都道府県・市町村単位で、一律に全ての地方税の申告・納付期限が延長されている場合あり（手

　　　　続不要）

　　⑧上記以外の地域でも、個別の申請により申告・納付等の期限の延長が認められる場合あり．

　（2）法人

　　①市町村長が指定した区域内の土地・家屋について固定資産税・都市計画税課税免除（手続不要）．

　　②被災した家屋・土地の代替資産を取得した場合の固定資産税・都市計画税・不動産取得税の軽

　　　　減（認定手続必要）。

　　③被災した医療用機器等の償却資産の代替資産を取得した場合の固定資産税軽減（認定手続必要）

　　④大震災で滅失・損壊した自動車の自動車税・軽自動車税非課税（認定手続必要）。

　　⑤被災した自動車に代わる自動車を取得した場合、自動車税・軽自動車税非課税（認定手続必要）．

　　⑥都道府県・市町村単位で、一律に全ての地方税の申告・納付期限が延長されている場合あり（手

　　　　続不要）。

　　⑦上記以外の地域でも、個別の申請により申告・納付等の期限の延長が認められる場合あり。

　また、今回の地方税法上の措置の他に、各都道府県・各市町村ごとに、独自の減免措置を講じる場合も

ありますので、ご留意ください。

　〔別添資料〕

○東日本大震災　地方税の取扱等について（平成23年5月　総務省）
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総務省トップ＞重要なお知らせ＞東日本大震災地方税の取扱い等について

東日本大震災地方税の取扱い等について

〈住民税関係＞

1住民税の軽減があります

2住宅借入金等特別税額控除は引き続きご利用いただけます

3財形住宅（年金）貯蓄を非課税で払出しを受けることができます

』≦固定資産税・都市計画税・不動産取得税関係＞

1固定資産税・都市計画税の課税免除があります

2被災した住宅の敷地についての特例があります

3被災した家屋・土地に代わるものを取得した場合に特例があります

4被災した償却資産に代わるものを取得した場合に特例があります

く自動車取得税・自動車税・軽自動車税関係＞

1大震災で滅失・損壊した自動車の自動車税・軽自動車税は非課税です

2被災した自動車に代わる自動車を取得した場合に特例があります

　　　　＜その他〉

　　　　1申告・納付等の期限が延長されます

　　　　2減免措置があります

く住民税関係＞

1住民税の軽減があります

◎住宅・家財・自家用車などに損害を受けた方は、住民税の軽減を受けることができます。

◎所得税で申告した方については、基本的に手続不要です。ただし、所得税を納める必要がなく、住民税のみ納める必要

がある方については、この軽減措置を受けるために手続きが必要ですので、お住まいの市町村にお問い合わせください，

2　住宅借入金等特別税額控除は引き続きご利用いただけます

◎大震災で住宅が滅失等した場合でも、引き続き、住宅借入金等特別税額控除の適用を受けることができます．



財形住宅（年金）貯蓄を非課税で払出しを受けることができます

　　　◎大震災で被害を受けたことにより、平成24年3月10日までに財形住宅（年金）貯蓄の払出しを受ける場合、その利子

　　　等は課税されません。

　　　◎所得税について非課税の手続きをしていただいた方は、地方税の非課税措置を受けるための手続きは必要ありません。

　　　◎大震災後、この措置が始まる前に払出しを受けた方も、申請いただければ還付いたします。また、還付を受けるためには、

　　　都道府県に対して還付請求を行う必要があります。詳しくは、最寄りの都道府県・金融機関にお問い合わせください。

＜固定資産税・都市計画税・不動産取得税関係〉

　　　　1　固定資産税・都市計画税の課税免除があります

　　　　◎津波により甚大な被害を受けた区域として市町村長が指定した区域内の土地・家屋については、平成23年度分の固定

　　　　資産税・都市計画税は課されません。なお、特段の手続きは不要です。

　　　　◎具体的にどの区域が指定されているかについては、お住まいの市町村にお問い合わせください。

津液により被害を受けた土地・家慶に係る平成23年度分の固定資産税・都市齢国税の課税免除

，津渡により区域の全鶴又は大師分に

おいて家屋が滅失・損壊した区域

2　津波による浸水・土砂の流入等により、

区域の全邸又は大飾分において、従前

の使用ができなくなった区域
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　被災した住宅の敷地についての特例があります

◎大震災で滅失・損壊した住宅の敷地について、引き続き、住宅用地に係る固定資産税・都市計画税の軽減を受けること

ができます。

◎必要な手続きについては、敷地が所在する市町村にお問い合わせください。



被災した家屋・土地に代わるものを取得した場合に特例があります

◎大震災で滅失・損壊した家屋やその敷地に代わる家屋・土地について、固定資産税・都市計画税・不動産取得税の軽減

を受けることができます。

◎軽減措置を受けるためには、代替家屋や代替土地が所在する都道府県（不動産取得税）や市町村（固定資産税・都市計

画税）にその家屋や土地の認定を受ける必要があります。必要な手続きについては、代替家屋や代替土地が所在する都道

府県・市町村にお問い合わせください。

被災住宅用地の特例及び被災代替住宅用地の特例

特例の概要

1被災住宅用地の鴇例

　棄日本大8災により滅失・損壊した伎宅の敷地（被災住宅用地、については、平城24年度分から平成33年虞分家で当該敷地を住

宅用地とみなし、住宅用亀の価絡の楠例を適用．

：乞被災代讐住宅用亀の鐘鋳

　被災｛主宅用地の所有者專が当該被災位宅用地のR脅土地を軍慮33年3月31日旗での蘭に取得した場合辱当鹸代替土地のうち

絃災健宅用地相当分につし、て、欲得綾3年夜分、当駿土地を｛主宰用地とみなし、住宅用地の価格の笥例を適用，

※　水芸、彼宅用地の価絡の特例は．伎宅が建設されている土地にのみ適用可能

震災1こより滅失・掛壊

つ舞：0宅爾亀の“絡の特価
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被災代替家屋の取得に係る特例及び被災代替家屋の敷地の用に

供する土地の取得に係る特例

特例の概要

・1被災代替家屋の取得に係る特例
　被災家屋の所有者等が、当該被災家屋に代わる家屋（被災代替家屋）を、平成33年3月3，日までの間に取得した場合に

は、被災家屋の床面積相当分には不動産取得親が課されないようにする特例を講じる，

12被災代替家屋の敷地の用に供する土地の取得に係る特例
　被災代替家屋の敷地の用に供する土地（代替土地）で、被災家屋の敷地の用に供されていた土地（従前の土地）に代わ

る土地を、平成33年3月31日までの簡に取得した場合には、従前の土地の面積相当分には不動産取得税が課されないよ

うにする特例を講じる

震災により滅失・損壊
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2代替土地の取得
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被災家屋の床面積相当分を控除

　　　　　　　　　　　　被災寒星の珠蓄積
・i・控除顧＝　篭災代紛家8の砺幡x一一一『皿『一一

　　　　　　　　　　　　R総家腫の味面積

従前の土地の面積相当分を控除

※捜除額；代讐土地の価絡　x
　　　　　　　　　　　　代賛土地の面積

　　　　　　　　　　　　従前の土地の西横

※なお、被災代替家屋と代讐土地をともに敏得した場合は、上記；．1及び・21の精例がいずれも適用される。

被災した償却資産に代わるものを取得した場合に特例があります

◎大震災で滅失・損壊した償却資産に代わる償却資産について、固定資産税の軽減を受けることができます。

◎軽減措置を受けるためには、代替償却資産が所在する市町村（災害救助法の適用市町村に限ります。）にその償却資産

の認定を受ける必要があります。必要な手続きについては、代替償却資産が所在する市町村にお問い合わせください。

＜自動車取得税・自動車税・軽自動車税関係〉

1　大震災で滅失・損壊した自動車の自動車税・軽自動車税は非課税です

◎「海水に浸り使えなくなった」「車庫がつぶれて車体が壊れた」「津波で流されてどこに行ったか分からない」など、大震災

で滅失・損壊した自動車には、自動車税・軽自動車税は課されません。

被災した自動車に代わる自動車を取得した場合に特例があります



◎大震災で滅失・損壊した自動車の代替自動車を平成23年3月11日から平成26年3月31日までの間に取得した場

合については、自動車取得税が非課税となります。また、平成23年度から平成25年度までの各年度分の自動車税’軽自

動車税が非課税となります。

◎非課税の特例措置を受けるためには、代替自動車の主たる定置場が所在する都道府県（自動車取得税・自動車税）や市

町村（軽自動車税）にその自動車の認定を受ける必要があります。必要な手続きについては、代替自動車の主たる定置場

が所在する都道府県・市町村にお問い合わせください。

◎平成23年3月11日から現在までの間に、既に代替自動車を取得された方は、代替自動車の主たる定置場が所在する

都道府県に申請することにより、納付した自動車取得税の還付を受けることができます。必要な手続きについては、代替自

動車の主たる定置場が所在する都道府県にお問い合わせください。

被災代替自動車の取得に係る自動車取得税の非課税措置及び

被災代替自動車に係る自動車税・軽自動車税の非課脱措置

∫口囚　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼
O　未曾有の津浪被害等により、多くの自動車が被災したため、地域の生活必需品てある自動

　車の買換えが必要となる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．一■

ぼ23年3月11日から平康26年3月31日塞での■に融得した場合には、自働車敏縄脱を

⇒　大震勲による奥書により雄失・損箪した白鎖車に僅わる白融車（敏勲伐讐白鋤車》に侮

　る平虞⑳年賦から平虞鵠年腹塞での昏年露分の白艶卓説・鰻自働車裂を葬糠雛とする．

（被災自動車）
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（伐賛自動車） イO自動車取得税を非課税
　　一H23、3，11～H26、3．31｝

’O自動車校・軽自動車校を非誤脱

　　’H23～H25年度1

〈その他＞

1申告・納付等の期限が延長されます

◎大震災により申告・納付等を期限までにできない方は、その期限が延長されます。これには、都道府県・市町村が条例で

一律に期限を延長している場合と都道府県・市町村への申請により延長が認められる場合があります。詳しくは、お住まい

の都道府県・市町村にお問い合わせください。

（1）一律の期限延長

お住まいの都道府県・市町村が一律に期限を延長している場合には、平成23年3月11目以降に到来する全ての地方

税の申告・納付等の期限が延長されています（手続きは必要ありません。）。

（2）個別の申請による延長



　　　　上記（1）以外の地域の納税者の方についても、都道府県・市町村に申請することにより、申告・納付等の期限の延長が認

　　　　められる場合があります。

　　　　　減免措置があります

　　　　◎上記の措置のほか、被害にあわれた方の状況を踏まえ、都道府県・市町村の条例の定めるところにより税の減免を受け

　　　　ることができます。

　　　　◎減免の内容や必要な手続きについては、お住まいの都道府県・市町村にお問い合わせください。

連絡先
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